
農事組合法人について 
   

 

■１ 農事組合法人とは■【農協法第 72条の 4～6】 
 農業協同組合法（昭和 22年法律第 132号）の規定に基づいて設立される、組合員の農業生産につ

いての協業を図ることによりその共同の利益を増進することを目的とする法人です。したがって、行

うことのできる事業は農業関連のものに限られ、個人の組合員は原則として農民に限られます。 

   

※ 農民とは、みずから農業を営み、または農業に従事する個人をいいます。 

   

 農事組合法人は、その名称の中に「農事組合法人」の文字を用いなければなりません。一方、農事

組合法人以外の団体が、その名称の中に「農事組合法人」という文字を用いることはできません。農

協の内部組織にある「農事（実行）組合」は、農事組合法人とは異なるものです。 

 

 

■２ 農事組合法人の事業■【農協法第 72条の 10】 

 農事組合法人が行うことのできる事業は、次の事業です。 

(1) 農業に係る共同利用施設の設置（共同利用施設を利用して行う、組合員の生産する物資の運

搬、加工または貯蔵の事業を含む） 

(2) 農作業の共同化に関する事業 

(3) 農業の経営 

(4) 農事組合法人の行う農業に関連する事業で次のもの 

ア 農畜産物を原料または材料として使用する製造または加工 

イ 農畜産物の貯蔵、運搬または販売 

ウ 農業生産に必要な資材の製造 

エ 農作業の受託 

オ 農業と併せて行う林業の経営  

(5) 上記の事業に附帯する事業  

   

 農業と関係のない事業を行うことはできません。 

   

 上記(1)、(2)の事業を行う法人を「１号法人」といい、(3)、(4)の事業を行う農事組合法人を「２

号法人」といいます。２号法人は、組合員に出資をさせなければなりません。 

 ２号法人は、上記(5)の事業として、農事組合法人が生産した農産物だけでなく、組合員が生産し

た農産物の販売を行うこともできます。 

  

 

 

 

 



■３ 行政庁への届出■ 
 農事組合法人の設立、定款変更、解散、合併などについては、農業協同組合と異なり、行政庁の認

可は必要ありません。全て事後の届出でよいこととされています。行政庁に届出が必要な事項は、次

のとおりです（キ～セは、福島県の条例に基づくものです）。県に届出をする場合は、所管の農林事

務所に提出してください。地区が県の区域を超える農事組合法人の所管は、国になります。 

 

ア 設立したとき（２週間以内）【農協法第 72条の 32第 4項】 

イ 定款を変更したとき（２週間以内）【農協法第 72条の 29第 2項】 

ウ 解散したとき（２週間以内）【農協法第 72条の 34第 2項】 

エ 合併したとき（２週間以内）【農協法第 72条の 35第 3項】 

オ 清算を結了したとき 【農協法第 72条の 44】 

カ 組織変更をしたとき 【農協法第 73条の 10】 

キ 総会が終了したとき 

ク 役員が就任または退任したとき 

ケ 役員の氏名に変更が生じたとき 

コ 事務所を設置したとき 

サ 事務所の位置を変更したとき 

シ 事業の全部を休止したときまたは事業を再開したとき 

ス 破産手続開始の申立てをし、または申立てを受けたとき 

セ 破産手続開始の決定があったとき 

 

■４ 農事組合法人の組合員■【農協法第 72条の 13】 
 農事組合法人の組合員資格を有する者は、次の者のうち定款で定める者です。  

(1) １号法人  

ア 農民 

(2) ２号法人  

ア 農民 

イ 農業協同組合  

ウ 農業協同組合連合会  

エ その農事組合法人に、農業経営基盤強化促進法第７条第３号の事業に係る現物出資を行った

農地中間管理機構 

オ その農事組合法人からその事業に係る物資の供給又は役務の提供を継続して受ける個人 

カ その農事組合法人からその事業に係る特許権についての専用実施権の設定または通常実施権

の許諾に係る契約および新商品または新技術の開発または提供に係る契約を締結している者  

キ その農事組合法人からその事業に係る実用新案権についての専用実施権の設定または通常実

施権の許諾に係る契約を締結している者  

ク その農事組合法人からその事業に係る育成者権についての専用利用権の設定または通常利用

権の許諾に係る契約を締結している者  

 ２号法人の組合員のうち、上記(2)のオ～クの組合員、加入したとき農民であったが後に農民でな

くなった組合員、農民である組合員が死亡した場合の相続人で農民でない者の合計は、総組合員の数

の３分の１を超えてはなりません。 
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■５ 農事組合法人の地区■ 
 農事組合法人は、定款でその地区を定め、登記しなければなりません。この「地区」とは、組合員

資格を定めるための地区であって、事業を行う地区ではありません。 

 したがって、地区外に直売所を設けて農作物を販売するなど、地区外で事業を行うことはできま

す。しかし、地区外に住んでおり、耕作地も地区内にないような者を組合員とすることはできませ

ん。 

  

 

■６ 農事組合法人の役員■【農協法第 72条の 17】 
 農事組合法人の役員には、理事と監事があります。監事は置かないこともできます。定款で定める

方法により、総会で選任します。 

 農事組合法人の理事は、農民である組合員でなければなりません。理事と監事を兼務することはで

きません。 

   

 

■７ 設立■【農協法第 72条の 32】 
 農事組合法人は、３人以上の農民が発起人となり、共同して、定款の作成、役員の選任などを行

い、主たる事務所の所在地で設立の登記をすることで成立します。行政庁の認可、設立総会などは必

要ありません。ただし、設立したときは、行政庁に届け出る必要があります。 

 

 

■８ 組織変更■【農協法第 73条の 2～3】 
 農事組合法人では行うことができない事業を行いたいとき等には、出資農事組合法人は、その組織

を変更し、株式会社になることができます。  

 組織変更をしようとする場合には、組織変更計画書を作成し、総会の特別議決による承認を受けな

ければなりません。  

 組織変更をした場合には、行政庁に届け出なければなりません。  

 


